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浅海生態系における気候変動の緩和機能（大気中二酸化炭素（CO2）の吸収機能や生態系内への炭素貯

留機能）が注目され始めているものの，その全国推計例はない．そこで本研究では，気候変動に関する政

府間パネル（IPCC）のガイドラインに倣い，生態系内の炭素貯留量の増加量を大気中CO2の吸収量と定義

し，国内外の既往文献をベースにデータ解析した．そして，我が国の浅海生態系（海草藻場，海藻藻場，

マングローブ，干潟）における年間CO2吸収量の全国推計を試みた．その結果，現状におけるCO2吸収量

の平均値は132万トンCO2/年，上限値は404万トンCO2/年と見積もられた．このような現状値あるいは将来

値の推計を進めていくことは，地球温暖化対策計画における吸収源対策に浅海生態系を新たに定める検討

や，浅海生態系の価値評価において有用であると考えられる． 

 

     Key Words : blue carbon, CO2 absorption, seagrass meadows, macroalgal beds, mangroves, tidal flats 
 

 

1. はじめに 

 

浅海域における自然再生の手立てとして，数多くの干

潟や藻場が保全，修復，あるいは創造されている．再生

される浅海生態系には，水質浄化，食料供給，観光，レ

クリエーションといった恵み（生態系サービス）が期待

される．そのなかでも，二酸化炭素（CO2）の吸収とい

う新たな恵みが注目されている．海洋生物によって大気

中のCO2が取り込まれ，海洋生態系内に貯留された炭素

のことを，国連環境計画（UNEP）は「ブルーカーボン」

と名付けた 1)． 

陸域や海洋は，地球表層における炭素の主要な貯蔵庫

となっているが，陸域と比較して海洋が炭素貯蔵庫とし

て重要なのは，堆積物中に貯留されたブルーカーボンが

長期間（数千年程度）分解無機化されずに貯留される点

である 2)．全球の海底堆積物へは，年間 1.9～2.4 億トン

の炭素が新たに埋没し貯留されると推定され，浅海域は

そのうちの約 73～79％（1.4～1.9 億トン）を占めるとの
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報告がある 1), 3)． 

したがって，温室効果ガスのうちもっとも主要な CO2

を捕捉し貯留する仕組みが，海洋とりわけ浅海生態系に

おいて有効に機能している．UNEP は浅海生態系の保全

や再生が気候変動対策の側面においても重要であること

を主張している．それは，堆積物中に長期間貯留される

はずのブルーカーボンも，もし人為影響などによって攪

乱を受けると酸化分解を受けて無機化され，CO2となり

大気へ容易に回帰してしまうからである． 

このように，浅海生態系による気候変動の緩和機能

（大気中CO2の吸収機能や生態系内への炭素貯留機能）

が認識されているものの，その機能の全国推計例はない．

そこで本研究では，気候変動に関する政府間パネル

（IPCC）のガイドライン，すなわち 2006IPCC ガイドラ

イン 4)や IPCC湿地ガイドライン 5)，および日本国温室効

果ガスインベントリ報告書 6)に倣い，生態系内の炭素貯

留量の増加量を大気中CO2の吸収量と定義し，国内外の

既往文献をベースにデータ解析することにより，我が国

の浅海生態系における年間CO2吸収量の全国推計を試み

ることを目的とした． 

 

 

2. 解析方法 

 

(1) 大気中CO2の吸収量の定義 

森林生態系や海洋生態系がどのくらいのCO2を大気か

ら吸収しているのかを直接計測する手法として，渦相関

法やチャンバー法などが知られている．しかしながら，

直接計測する手法は，高度な専門技術が必要でありかつ

計測器の費用も高いため，現状では研究レベルでの適用

にとどまっている 7), 8), 9), 10)．したがって，実務用に作成さ

れている IPCC のガイドラインでは，直接計測の代わり

に「生態系内で増減した炭素量」＝「大気とのCO2交換

量」とみなすことによって，生態系内への炭素増減量を

計測するよう定めている．すなわち，生態系内への炭素

蓄積量が増加すると，その分大気中のCO2を吸収したと

みなす（図-1）． 

IPCC のガイドラインでは，生態系内での炭素増減量

を，「活動量」と呼ばれる対象生態系の面積（ha）と，

「排出係数」と呼ばれる単位面積当たりの生態系内の年

間炭素減少量（トンCO2/ha/年）の2つの数値の積で示す

こととなっている．本稿においては，「活動量」に該当

する「面積」と「排出係数」の逆符号の「吸収係数」

（すなわち，単位面積当たりの生態系内の年間炭素増加

量）の 2つの数値について個別に推計し，両者を掛け合

わせることにより生態系内における炭素増加量を算出し，

大気中CO2の吸収量と定義することとした． 

 

(2) 推計対象海域 

推計対象とした浅海生態系として，海草藻場，海藻藻

場，マングローブ，そして干潟の 4つの生態系を選択し

た．このうち，IPCC 湿地ガイドラインではマングロー

ブと海草藻場が対象海域として含まれており，干潟と海

藻藻場は含まれていない．また，サンゴ礁や内湾河口域

についても，IPCC 湿地ガイドラインには含まれていな

い．これは，一般にサンゴ礁や内湾河口域の吸収係数が

負（すなわち CO2排出源）となっているためである 3)．

したがって，気候変動の緩和に寄与する浅海生態系を対

象とする本研究からも，これらの生態系を除外している． 

干潟については，IPCC 湿地ガイドラインで算定対象

となっている塩性湿地（植生被度 10%以上と定義）に含

めることが可能と判断した．その理由として，主たる炭

図-1  大気中の CO2と生態系内に蓄積されている炭素との関係．太枠内は炭素プール（炭素蓄積場所）を示している．
IPCC ガイドライン等では「炭素プール内で増減した炭素量」＝「大気との CO2交換量」とみなされている． 
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素プール（生態系内の炭素貯蔵場所）（図-1）が塩性湿

地と同様に土壌・堆積物であることや，炭素貯留過程や

メカニズムが類似していることから，植生被度が必ずし

も 10%以上とは限らないものの，我が国の浅海生態系に

おける年間CO2吸収量を全国推計する観点から推定対象

に含めることが合理的であると考えられるからである．

また後述のとおり，各浅海生態系の全国面積情報の整理

上，本研究においては，塩性湿地は干潟に包含されてい

る． 

海藻藻場については，主たる炭素プールが藻場内では

なく藻場外の砂泥性堆積物の海域や深海などであり，藻

場内の堆積物が主たる炭素貯蔵場所である海草藻場とは

異なっている（図-1）．しかしながら，藻場外への炭素

貯留過程やメカニズムに関する科学的知見や，実際の海

藻藻場において大気中のCO2を正味で吸収している事例

が集積しつつある状況から 11), 12), 13)，近い将来 IPCC 湿地

ガイドライン等に追加される可能性を考慮し，今回の推

計対象に含めることが妥当であると判断した． 

IPCC のガイドラインでは，何らかの人為的な介入

（改変や維持管理など）がある区域のみを算定対象と定

めている．すなわち，人為的な介入のない自然生態系は

対象範囲外となる．しかしながら，我が国において吸収

源として既に定められている森林においては，人工林に

加え天然林も維持管理が実施されているとみなし，算定

対象に含めている 6)．これは，森林経営活動について，

施策の対象となっている土地（森林計画対象森林など）

を全て算定対象とみなす IPCC Good Practice Guidance 14) に

おける広義の解釈方法（Broad approach）に準拠している

からである．この広義の解釈は，海域にも適用できると

考えられる．つまり，保全，再生，創造がなされた海域

に加え，自然海域についても施策（例えば，生態系保全

や水産資源保護に関連した開発規制や水質管理などの生

態系保全措置）の対象となっていれば人為的な介入とみ

なすことが可能である 15)．いずれにせよ，人為介入の有

無にかかわらず，我が国の浅海生態系における年間 CO2

吸収量を全国推計することが本研究の目的であるため，

全国の浅海域をすべて推計対象に含めることとした． 

 

(3) 浅海生態系の面積 

浅海生態系の面積の現状値の推計にあたり，入手可能

な最新のデータを検索した．藻場については，水産庁が

2009～2014 年に実施した海草藻場（アマモ場）ならびに

海藻藻場（ガラモ場，コンブ場，アラメ場）の全国調査

データを用いた 13)．1 ha以上かつ水深 20 m以浅の藻場を

対象とし，地球観測衛星ALOSによる2009～2010年撮影

の画像，現地調査，そして空中写真での確認により得ら

れた情報が解析されている．なお，対象とした藻場は，

生息域のほぼ全域が潮下帯であるが，アマモ場には，潮

間帯にも生息するコアマモも含まれる．しかしながら，

衛星画像からの潮間帯のコアマモの検出はほぼ不可能だ

ったことから，後述の干潟面積との重複は無視できると

考えられる． 

マングローブならびに干潟の面積は，1995～1997 年に

実施された環境庁の自然環境保全基礎調査 16)以降に全国

面積調査が実施されていないため，この報告値を用いた．

マングローブは面積 1 ha以上が対象とされ，干潟は干出

域の最大幅が 100 m以上かつ面積 1 ha以上，かつ底質は

移動性（礫，砂，砂泥，泥）が対象とされている．現地

調査，空中写真，地形図，海図等の資料ならびにヒアリ

ングにより得られた情報が解析されている．なお，本調

査では植生被度や塩分の調査が実施されていないため，

湿地，塩性湿地，マングローブ，干潟の厳密な区別はな

されていない．したがって，ヨシ帯などに代表される塩

性湿地は，本研究では干潟の面積に含まれていることに

なる．一方，調査に使用された調査票の様式から，干潟

の定義にマングローブも含まれていると判断されたため，

本研究における干潟の面積は，マングローブの面積を除

外した値とした．  

 

(4) 吸収係数の算出 

本研究では，生態系内で増加した炭素量を大気中 CO2

の正味の吸収量とみなすことから，生態系内の炭素蓄積

場所（炭素プール）を定義したうえで吸収係数を算出す

ることになる（図-1）．図-1 のプールへ炭素が輸送され

ると，高い炭素貯留の安定性（大気CO2への回帰のしに

くさ）が期待できる．いずれの炭素プールにおいても，

有機物の分解や，水中や大気へのCO2の回帰が数千年の

時間尺度といった特徴がある 2), 12)． 

理想的には，すべての炭素プールを特定しその変化量

を計測することが望ましいが，実際には特定や計測が技

術的に困難な炭素プールが存在するため，入手可能なデ

ータは限られており，かつ入手可能なデータについても

不確実性が高い場合が多い．以上をふまえ，本研究で定

義する炭素プールは，藻場については（1）藻場内の草

藻体と堆積物，（2）藻場外へ輸送された草藻体，粒状

有機物，そして溶存有機物が蓄積する陸棚の堆積物や外

洋中深層の水中，そして（3）中深層を除く水中（藻場

で生成された難分解性溶存有機物）の 3つ，マングロー

ブについては（1）植物体，（2）マングローブ内土壌・

堆積物，そして（3）マングローブ生態系内の枯死体

（枯死木＋リター）の 3つ，そして，干潟については土

壌・堆積物のみとした．なお吸収係数は，炭素プールに

蓄積される炭素量について各生態系の単位面積当たりで

示されるため，水深方向に積分された値となる．藻場の

炭素プールとして外洋中深層の水中を定義した理由は，

そこに運ばれた有機物がたとえ分解を受けてCO2に無機
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化されたとしても，そのCO2が大気中に回帰するには数

千年を要することから，今後数百年の時間尺度で対応す

る気候変動対策の観点からは有効な炭素プールと考えら

れるからである． 

藻場における吸収係数については，生態系全体の純一

次生産速度と残存率（純一次生産のうち，炭素プール内

に残存し貯留として寄与する有機物の比率）との積によ

り推定した．生態系全体の純一次生産速度や残存率を推

定するうえでは，必要となる情報を入手可能な国内外の

データや既往の知見から可能な限り収集した．藻場には，

一次生産者として海草類ならびに海藻類だけではなく，

植物プランクトン，付着藻類，底生微細藻類といった植

物（微細藻類）も生息しているため，藻場生態系全体の

純一次生産速度の算出にあたっては，微細藻類による一

次生産も考慮する必要がある．したがって，海草類なら

びに海藻類の純一次生産速度から藻場生態系全体の純一

次生産速度を推定するため，既往文献データを収集し変

換係数を求めた． 

マングローブの吸収係数を求めるためのプール内炭素

変化量については，IPCC湿地ガイドラインのTable 4.4に

記載されている乾燥重量ベースの地上部植物体の成長速

度，Table 4.5 に記載されている地上部植物体と地下部植

物体の比，そして Table 4.2に記載されている乾燥重量か

ら炭素への変換係数の 3つのデフォルト値を用いて植物

体への炭素蓄積速度を算出した．また，マングローブ土

壌・堆積物への炭素蓄積速度については，同ガイドライ

ンの Table 4.12 に記載されているデフォルト値を用いた．

さらに，日本国温室効果ガスインベントリ報告書の森林

（植林）の値を用いてマングローブ生態系内の枯死体

（枯死木＋リター）への炭素蓄積速度を算出した． 

干潟の吸収係数については，IPCC 湿地ガイドライン

の Table 4.12 に記載されている塩性湿地の土壌・堆積物

への炭素蓄積速度のデフォルト値を用いた．ただし，植

生被度 10%以上の砂泥性場に適用されている塩性湿地の

値の平均値を，植生被度がそれより低いと予想される干

潟の吸収係数として用いると過大評価する可能性がある

ことから，ここではデフォルト値の平均値ではなく，

95％信頼区間の下限値を用いることとした． 

マングローブや干潟においても，藻場と同様に生態系

外の炭素プールの存在が考えられる．しかしながら，現

時点では，生態系外への輸送量が不明であることから，

本研究では検討対象外とした． 

生態系全体の純一次生産速度，残存率，吸収係数，吸

収量の算出にあたっては，解析結果の平均値を示すとと

もに，不確実性を考慮し，平均値＋2SD（SD は標準偏

差）を「上限値」（統計的に全データの 95%  が入る範

囲の上限）として示した．適切な技術介入によって向上

させることのできる上記の数値の上限は，本研究のデー

タソースとなっている自然生態系から得られた値の上限

程度までと仮定した．したがって，上限値は技術介入す

る際の目標値という意味合いを持つ． 

 

 

3. 推計結果 

 

(1) 藻場における吸収係数 

藻場における生態系全体の純一次生産速度の推定結果

を表-1に示す．平均値ならびに上限値とともに，コンブ

場における生態系全体の純一次生産速度が高い．コンブ

の純一次生産速度が高いのにもかかわらず，コンブ藻体

当たりの純一次生産速度（P/B 比）が低いことから，海

草や他の海藻と比較しコンブ場における生態系全体の純

一次生産速度が高いのは，単位面積当たりのコンブ藻体

量が多いことに起因している．ただし，コンブに関する

推定値は SD が大きく，不確実性の高い結果となってい

る． 

残存率の推定結果を表-2に示す．海草藻場の主たる炭

素プールは藻場内の草藻体や堆積物であり，海藻藻場の

主たる炭素プールは，藻場外の堆積物や外洋中深層の水

中となっている． 

藻場における生態系全体の純一次生産速度の推定結果

（表-1）と残存率の推定結果（表-2）を用いて推定され

た吸収係数の推定結果を表-3に示す．マングローブなら

びにコンブ場における吸収係数が，他と比較して大きな

値となっている．上限値については，マングローブ，コ

ンブ場に次いでアマモ場も大きな値を示している． 

 

(2) 浅海生態系による年間CO2吸収量の全国推計結果 

生態系の面積ならびに吸収係数から求められた，浅海

生態系による年間CO2吸収量の推計結果を表-4に示す．

現状におけるCO2吸収量の平均値は 132万トン CO2/年，

上限値は 404 万トン CO2/年と見積もられた．CO2吸収量

の平均値のうち，海草藻場が 23%，海藻藻場が 54%，マ

ングローブが 14%，そして干潟が 9%を占めた．上限値

では海草藻場が 51%，海藻藻場が 41%，マングローブが

5%，そして干潟が 3%を占めた． 

 

 

4. 考察 

 
(1) 推計値の不確実性 

本節においては，年間CO2吸収量の推計値の不確実性

（ばらつき）について，推計の根拠となっている各推定

値について，個別に議論する． 

a) 藻場における吸収係数 

本研究では，海草藻場と海藻藻場における吸収係数を 
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推定するために，生態系全体の純一次生産速度と残存率

との積を用いた．IPCC 湿地ガイドラインにおける排出

係数（本研究における吸収係数は符号が逆）の算出手順

においては，技術レベルに応じて Tier 1（デフォルト値

を用いるもっとも容易な算出手順）から Tier 3（物質循

環モデルなど，独自の手法を用いるもっとも困難な算出

手順）までの3つの方式が示 されており，藻場における

Tier 1方式では，藻場内堆積物および草藻体の2つの炭素

プールのみを用いることになっている．一方，本研究で

は残存率を推定するうえで，藻場内の堆積物および草藻

体以外に，陸棚の堆積物，外洋中深層（藻場から輸送さ

れた草藻体や粒状・溶存有機物），そして水中（藻場で

  生態系
海草藻体当たりの
純一次生産速度

（P/B比）
*1

平均値 SD 平均値 SD 平均値
*3

上限値
*4

（gCO2/g乾燥重量）

海草藻場 アマモ場 12.6 8.9 1.26 2.12 *5 0.25 26.7 65.0

海藻藻場 ガラモ場 16.0 2.6 1.14 1.50 0.60 24.0 44.7

コンブ場 60.5 71.8 0.98 1.50 0.60 90.8 318.1

アラメ場 24.6 4.7 1.17 1.50 0.60 36.9 69.6

*1 
文献値

13)
．生産された炭素量（海草藻体＋体外へ放出される溶存有機物も含む）がCO2量に換算されている．

*2
 文献値（海草藻場

17)，18)
，海藻藻場

19)
）．微細藻類など，海草藻類以外の植物（一次生産者）を考慮するた

     
めにこの係数を用いる．

*3 海草藻類の純一次生産速度の平均値×生態系全体への変換係数の平均値
*4

 海草藻類の純一次生産速度ならびに生態系全体への変換係数が正規分布と仮定し，両者の積に対する

    平均値＋2SD（統計的に全データの95%が入る範囲の上限）
*5

 国内では6程度に達するという文献
20)
もある

生態系全体への

変換係数
*2

 （トンCO2/ha/年）（トンCO2/ha/年）

生態系全体の純一次生産速度
海草藻類の純一次

生産速度
*1

表-1  藻場における生態系全体の純一次生産速度の推定結果 

表-2  藻場における純一次生産のうち，炭素プール内に蓄積する有機物の比率（残存率）の推定結果

有機物 炭素プール

平均値 上限値 平均値 上限値

草藻体・粒状有機物 藻場内（草藻体・堆積物） 11.1 *1 40.9 *2 0.4 *3 0.4 *3

草藻体・粒状有機物 藻場外（陸棚の堆積物・外洋の中深層） 5.1 *4 8.3 *2 3.2 *3 3.2 *3

易分解性溶存有機物
*5 藻場外（外洋の中深層の水中） 2.2 *6 2.2 *6 7.7 *3 7.7 *3

難分解性溶存有機物
*5 藻場内外の水中（外洋の中深層を除く） 0 *7 0 *7 0 *7 0 *7

残存率（上記の合計値） 18.5 51.4 11.3 11.3

*1
表-1の生態系全体への変換係数ならびに蓄積比率の文献値 （海草：18%

21)
，海草以外の植物：5%

22)
）

    から算出
*2
文献値

13)
．海草以外の植物も海草と同様の挙動を示し，すべて蓄積すると仮定

*3
文献値

12)
．海藻以外の植物も海藻と同様の挙動を示すと仮定

*4
海草の藻場外流出率（8.3%，堀・桑江，2017）

13)
ならびに蓄積比率の文献値 （海草：18%

21)
，海草

    以外の植物：5%
22)
から算出

*5
数百年以上の時間尺度で分解される有機物を難分解性，そうではない有機物を易分解性と定義

*6
文献値

23)
．海草以外の植物も海草と同様の挙動を示すと仮定

*7
現時点では，藻場全体で生産された有機物の分解速度が不明なため0%と仮定

海草藻場 海藻藻場

（%） （%）
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生産された難分解性溶存有機物）も炭素プールとして考

慮されていることから，物質循環を考慮した Tier 3 方式

に準拠した推計となっている． 

生態系全体の純一次生産速度の不確実性は，推定に用

いたデータの時空間異質性に主に規定されると考えられ

る．生態系全体の純一次生産速度は，海草藻類ならびに

その場の微細藻類の種，密度，食害，そして環境条件

（光量，水温，栄養塩，地形），あるいは，海草藻類と

微細藻類との資源をめぐる競争等を通じた相互作用によ

り影響を受け，場所や時期により，数倍～数十倍のレン

ジで変化する．表-1の既往文献より得られた海草藻類の

純一次生産速度は，それぞれの藻場の我が国における地

理的分布を考慮し，可能な限り多数の既往値を収集して

算出した平均値である．現存量から生産速度を概算でき

るガラモ場については各地から比較的多くのデータが参

照できている一方，アマモ場，アラメ場，コンブ場につ

いては生産速度の現地実測に一定の時間と労力がかかる

ため，利用可能な既往データも少なく，また地理的な偏

生態系の面積
（活動量）

（万ha） 平均値 上限値 平均値 上限値

海草藻場 アマモ場 6.2 *3 4.9 33.4 30 206

海藻藻場 ガラモ場 8.8 *3 2.7 5.1 24 45

コンブ場 2.0 *3 10.3 36.0 21 73

アラメ場 6.3 *3 4.2 7.9 26 50

計 17.2 71 167

マングローブ 0.3 *4 68.5 68.5 18 18

干潟 4.7 *4 2.6 2.6 12 12

合計 28.3 132 404

*1
表-3 参照

*2
生態系の面積（活動量）×吸収係数

*3
文献値

13)
，調査年：2010年

*4
文献値

16)
，調査年：1995～1997年

   （トンCO2/ha/年）    （万トンCO2/年）

生態系     吸収係数
*1

    吸収量
*2

表-4  浅海生態系による年間二酸化炭素吸収量の全国推計結果 

表-3  吸収係数（年間の単位面積当たりの炭素増加量）の推定結果 

生態系全体の純一次生産速度
*1

平均値 上限値 平均値 上限値 平均値 上限値

海草藻場 アマモ場 26.7 65.0 18.5 51.4 4.9 *3 33.4 *3

海藻藻場 ガラモ場 24.0 44.7 11.3 11.3 2.7 *3 5.1 *3

コンブ場 90.8 318.1 11.3 11.3 10.3 *3 36.0 *3

アラメ場 36.9 69.6 11.3 11.3 4.2 *3 7.9 *3

マングローブ － － － － 68.5 *4 68.5 *4

干潟 － － － － 2.6 *5 2.6 *5

*1
表-1 参照

*2
表-2 参照

*3
生態系全体の純一次生産速度×残存率

*4
IPCC湿地ガイドライン

5)
のマングローブ生態系における植物体および土壌のデフォルト値と文献値

6)
の

   森林植林活動における枯死有機物の値の合計から算出
*5

IPCC湿地ガイドライン
5)
の塩性湿地のデフォルト値の95%信頼区間の下限値を採用

        （トンCO2/ha/年） （%）     （トンCO2/ha/年）

生態系 吸収係数残存率
*2
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りもあることに留意する必要がある 13)． 

以上のことから，生態系全体の純一次生産速度の不確

実性を低減するためには，場所や時期の偏りがなるべく

生じないようにデータを取得して解析する必要がある．

また，取得されたデータを用いて解析をすすめ，生態系

全体の純一次生産速度を主要因で説明するモデルを構築

することが今後重要になると考えられる． 

さらに，生態系全体の純一次生産速度を見積もる際に

用いた生態系全体への変換係数（海草藻類と微細藻類の

純一次生産速度の比）は海外における事例をもとに算出

されているため，今後は国内においても海草藻類と微細

藻類の両者の純一次生産速度を実測し，変換係数の不確

実性を低減させることが特に重要であろう． 

残存率についても，平均値や上限値の推定に様々な仮

定が置かれている．海草藻場の残存率全体に大きな影響

を及ぼすのは，表-2で示したとおり，草藻体や粒状有機

物の藻場堆積物中への貯留と予想される．そして，実際

の残存率は，堆積する草藻体や微細藻類等の分解速度に

依存するため，分解速度を規定する現場の温度や酸素濃

度などの環境条件や，有機物の質を決める草藻体や微細

藻類の種などによって変化するだろう．このような観点

からは，現場で得られる環境条件や生息する植物の種な

どのデータと，残存率に関連するデータを実測や実験に

よって取得して解析をすすめ，残存率を主要因で説明す

るモデルを構築することが今後重要になると考えられる． 

海藻藻場の残存率全体に大きな影響を及ぼすと考えら

れるのは，藻場外への有機物の輸送である（表-2）24)．

外洋の中深層以深に運ばれた有機物は，堆積物内部へ運

ばれた有機物と同様，数千年の時間尺度の貯留となるた

め，今後数百年の時間尺度で対応を検討する気候変動対

策の観点からは，中深層以深への有機物の輸送は有効な

メカニズムとなる．しかしながら，この輸送過程の実測

や輸送量の近似値を得るのは現在のところ技術的に困難

であるし，輸送量そのものは，藻場外から外洋の中深層

に至る流動場や生物化学環境にも大きな影響を受けるこ

とは容易に想像できるため，今後のブルーカーボン研究

においてももっともブレークスルーが必要な分野と考え

られる．流動モデルと生元素循環モデルを組み合わせた

数値シミュレーションが，将来この分野を主導するであ

ろう 24), 25), 26)． 

水中にプールされる難分解性溶存物質についても，現

時点では，もっとも科学的知見が不足している分野であ

る．藻場全体で生産された有機物の現場環境における分

解速度が不明であり，難分解性溶存物質として残存する

比率の推定が不可能であったため，過大評価を防ぐ意味

からも，今回は 0%とした．この分解速度についても堆

積物中での分解と同様，現場の温度や光，酸素濃度，栄

養塩濃度などの環境条件や，有機物の質を決める草藻体

や微細藻類の種などによって異なると予想されるため，

関連するデータを実測や実験によって合わせて取得し，

分解速度を主要因で説明するモデルを構築することが今

後重要になると考えられる． 

b) マングローブと干潟における吸収係数 

本研究では，マングローブの吸収係数を推定するうえ

で考慮した 3つの炭素プールのうち，土壌ならびに植物

体は IPCC 湿地ガイドラインに記載されているデフォル

ト値を用いた Tier 1 方式を用いており，枯死体について

はインベントリ報告書より森林の植林活動による吸収係

数を用いている．Simard et al.（2019）27)によると，我が国

のマングローブの地上部植物体は 124Mg C/ha，世界平均

は 129 Mg C/ha と推定されており，両者はほぼ同等の値

である．実際，国内においては，103～208 Mg C/ha とい

う実測例がある（井上智美ほか，未発表データ）．した

がって，実際の国内のマングローブの植物体へ蓄積され

る炭素は，IPCC 湿地ガイドラインのデフォルト値に近

い値を示すかもしれない．  

干潟について今回推計対象に含めることにしたのは，

IPCC 湿地ガイドラインでは対象とはなっていないもの

の，算定対象となっている塩性湿地と同様に，主たる炭

素プールが土壌・堆積物であることや，炭素貯留過程や

メカニズムが類似していることによる．ただし，これは

干潟における吸収係数が塩性湿地と同程度ということを

意味しない．塩性湿地では，湿地植生がもたらす流動抵

抗が懸濁物質の湿地内への堆積を促進し，堆積物粒径が

細粒化するとともに有機物量も多くなり嫌気化しやすい

環境になる 28)．したがって，植生被度が小さい干潟より

も，塩性湿地の吸収係数は大きいと考えられる．実際，

国外の干潟における吸収係数として，0.1～1.1 トン 

CO2/ha/年という報告事例もある 3)．また，本研究で用い

た干潟の面積には，一部礫や砂で構成された潮間帯も含

まれている 6)．以上のような理由から，本研究では IPCC

湿地ガイドラインのデフォルト値の下限値を吸収係数と

して用いることとしたが，国内で実測することが不確実

性を低減するために必要であることはいうまでもない．

いずれにせよ，マングローブと干潟の両者ともに，今後

は，国内の多くの時空間において，偏りのないようデー

タを取得して解析をすすめ，吸収係数を主要因で説明す

るモデルの構築を進める必要がある． 

さらに，例えばマングローブから流出する葉，それか

ら両生態系から流出する粒状態や溶存態の有機物の一部

は，藻場での議論と同様に，陸棚の堆積物や外洋の中深

層に輸送されるであろう．あるいは両生態系で生産され

る有機物の一部は難分解性の溶存物質であると考えられ

る．このことから，マングローブや干潟での吸収係数を

推定するうえで考慮する炭素プールは，藻場と同様に，

陸棚堆積物，外洋中深層，そして水中へも拡張が可能と
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思われる．すなわち，マングローブや干潟での吸収係数

は，炭素プールの拡張と物質循環を考慮した Tier 3 方式

の推計をすることにより，本研究での推定値よりも大き

くなるかもしれない．あるいは．各生態系の炭素プール

に関するデータを国内で今後収集することにより，少な

くとも IPCC湿地ガイドラインのTier 2方式での吸収係数

の推定が可能になる．そうすれば，同ガイドラインのデ

フォルト値を用いた Tier 1 方式での吸収係数と比較可能

になる．このように各 Tier方式での推定もすすめれば，

我が国としてどの Tier方式で計測・報告・検証していく

のが確実で合理的で効果的なのかが検討可能となる． 

 

(2) 生態系面積 

現況の生態系面積に関する全国推計データを検索した

ものの，マングローブと干潟については 1997 年以降，

藻場についても 2011 年以降の推計値は見あたらなかっ

た．したがって，本研究で推計した現状の吸収量は，少

なくとも生態系面積に関しては，実際は約 10 年以上前

のデータがベースとなっており，時間解像度が低いこと

に留意する必要がある．2018年より，環境省が藻場面積

に関する全国推計事業を開始しているため，近い将来，

藻場面積の最新情報や本研究で用いた 2010 年との比較

が可能になると思われる．特に，アマモ場の面積につい

ては，近年増加しているとの報告がある 13)．一方で，海

藻藻場，特に暖流の影響のある本州南部，四国，九州沿

岸のガラモ場，アラメ場については高水温化とそれを背

景とした植食動物の採食圧の増加により，1990年代後半

以降急速に消失・衰退が進んでいる 13)． 

本研究で対象としなかった藻場生態系としては，南西

諸島以外の海域においては，アマモ以外の海草場や，ガ

ラモ場，コンブ場，アラメ場以外の小型もしくは単年生

の海藻による藻場（ワカメ場，テングサ場，アオサ・ア

オノリ場，その他）なども存在しているため，藻場生態

系全体の面積やそのCO2吸収量は過小評価となっている

と考えられる． 

さらに，今回の推計では，藻類の養殖場が含まれてい

ないため，その吸収量が過小評価されている．養殖によ

る CO2吸収が人為的な介入であることは明白なため，

IPCC湿地ガイドラインの要件も満たすと考えられる． 

藻場の広域把握では，人工衛星画像等を用いた画像解

析が現状で最も有効な手段であり，かつ不確実性を生む

要素にもなっている．衛星画像による沿岸生態系の面積

把握の精度はおよそ 60～80%程度であり 29)，現在は衛星

画像の解像度向上などで若干改善されているものの，大

幅な精度向上には至っていない．現状で精度を向上させ

る唯一の方法は，現場での局所的な分布データをシート

ゥルースとしてできる限り多く取得することにある．そ

のため今後も現地観測を増やしていく必要がある． 

過去における浅海生態系の保全，修復，創造の事業面

積規模は，数 ha～数百 ha のレベルであることから，今

後の事業も同様の面積規模と予想される．この規模の事

業箇所の特定や面積変化を衛星画像で捉えるには，解像

度の観点から限界がある．したがって，今後は，現地で

のドローン撮影やGPS付きスマートフォンによる撮影な

どと組み合わせ，小規模面積事業に対する技術開発や精

度向上が重要となると考えられる．関係者の連携やコス

ト削減のうえからも，ドローンやスマートフォン等など

産官学民のすべてが実行可能なモニタリング手法が推奨

される．  

 

(3) 技術介入による吸収量拡大の可能性 

a) 吸収係数の向上 

本研究で推計した吸収係数は，自然生態系から得られ

た既往データがベースとなっている．ここで上限値が，

自然状態であり得る吸収速度の最大値と仮定するならば，

適切な技術介入によって向上させることのできる吸収係

数も，この上限値までと想定できる．したがって，適切

な技術介入によっては，平均値から上限値の範囲内にま

で吸収係数を向上させることが可能であると考えられる．

特に，海藻藻場と海草藻場は全吸収量に対する寄与が大

きく，さらに吸収係数の上限値も高いことから，吸収源

としてのポテンシャルが高いだけでなく，人為介入によ

る上振れ余地も多く残されていると考えられる． 

一般的に，海草藻場外縁は環境条件が良好なため，海

草の純一次生産速度は藻場内部のそれよりも高いことが

ある．例えば，瀬戸内海での測定では海草藻場外縁の草

体の純一次生産速度は藻場内部の草体の純一次生産速度 

の 1.9 倍と報告されている 30)．このような知見は，海草

藻場外縁と類似した環境条件（例えば，流動条件や適切

な株密度調整など）を積極的に作り出すことにより，自

然状態よりも吸収係数を向上させられる可能性を示唆し

ている．あるいは，自然平均よりも好適な場の創造（例

えば最適水深帯や最適粒度組成にするなど）や，既存生

態系の適切かつ積極的な維持管理，流入栄養調整，覆砂

などの努力によっても，吸収係数を向上させることがで

きるかもしれない．  

b) 生態系面積の拡大 

浅海生態系の分布面積を拡大させるための技術には，

流入負荷調整等を通じた水質の好適化，藻礁等の生息基

盤設置，そして底質環境改善（嵩上げ・粒径調整等）な

どが挙げられる 31), 32)．例えば，藻場の創造に必要な藻礁

等や岩礁性基盤の材料，あるいはマングローブや干潟の

再生に必要な砂泥の材料として，浚渫土砂，スラグや石

炭灰などのリサイクル材，あるいは陸上からの建設発生

土などを用いることが可能である 31)．このような技術導

入により，パリ協定における約束草案の目標年である
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2030年において，政府の計画に沿って浅海生態系の面積

拡大が進んだことを仮定した場合の吸収量について，以

下に試算してみる． 

例えば，水産庁が公表している「藻場・干潟ビジョン」

では，失われた藻場の回復が目標とされている 32)．実際，

1989～1991 年から 2009～2010 年にかけ，コンブ場が 1.5

万ha，アラメ場が0.14万ha減少したとの報告がある 33)．

したがって，これらの減少面積を 2030 年までに回復す

ることを仮定してみる．その際，コンブ場やアラメ場の

回復に必要な藻礁等の材料となる浚渫土砂やリサイクル

材等が必要となるが，その調達可能量について，2030年

までに発生する予想量（約31,900万m3）のほか，造成に

必要な材料の量，発生場所，藻場回復場所，運搬コスト

等の制約も勘案した上で，藻礁設置に活用可能な量を試

算したところ，コンブ場については 1.1万 ha（約 700 万

m3），アラメ場については0.14万ha（約100万m3）とな

った（ブルーカーボン研究会，未発表データ）．活用可

能な材料の残りを海草藻場の基盤材に用いるとすると，

2.1万ha（約6,200万m3）と試算された．マングローブと

干潟については，地球温暖化対策計画 34)における森林吸

収源の面積拡大計画（8％増）および都市緑化等の計画

（13％増）を参考に，面積 10%（マングローブ：267 ha，

干潟：4938 ha）の拡大が見込めると仮定した． 

2030年における浅海生態系の面積拡大について，以上

のような様々な仮定をし，さらに吸収係数については現

状から不変と仮定して吸収量を試算した結果，海草藻場

について平均値で 41 万トン CO2/ha/年，上限値で 276 万

トン CO2/ha/年，海藻藻場について平均値で 83 万トン 

CO2/ha/年，上限値で 208万トン CO2/ha/年，マングローブ

について平均値と上限値ともに 20 万トン CO2/ha/年，そ

して干潟について平均値と上限値ともに 13 万トン 

CO2/ha/年と試算され，合計値では，平均値で 157 万トン 

CO2/ha/年，上限値で 518万トン CO2/ha/年と試算された． 

 

(4) 他の吸収源との比較 

  本研究で推計された浅海生態系における CO2吸収量

について，地球温暖化対策計画に定められている森林，

農地土壌炭素，都市緑化等の 3つの吸収源対策と比較し

た結果を図-2に示す．浅海生態系が吸収源として地球温

暖化対策計画に定められると仮定すると，現在の全吸収

源による吸収量に対し，浅海生態系は平均値で約 2%，

上限値で約 6%の寄与が見込まれることになる．我が国

の現在のもっとも大きな吸収源は森林であるが，高年級

化に伴い 2030 年までには大幅な減少が予想されている．

それに伴い，上述の 2030 年における浅海生態系の試算

を仮に用いると，全吸収源による吸収量に対して平均値

で約 4%，上限値で約 12%と現在よりも大きな寄与が見

込まれることになる．この 2030 年における浅海生態系

の寄与は，パリ協定で我が国が約束草案として提出して

いる 2030年に 2013年比 26%削減目標ベースに換算とす

ると，平均値で約 0.1%分，上限値で約 0.4%分の削減量

となる． 
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NATIONWIDE ESTIMATE OF THE ANNUAL UPTAKE OF ATMOSPHERIC 
CARBON DIOXIDE BY SHALLOW COASTAL ECOSYSTEMS IN JAPAN 

 
Tomohiro KUWAE, Goro YOSHIDA, Masakazu HORI, Kenta WATANABE,  

Toko TANAYA, Tomonari OKADA, Yu UMEZAWA and Jun SASAKI 
 

The role of shallow coastal ecosystems in climate change mitigation is drawing the attention of research-
ers, policy makers, and citizens. However, to date there has been no nationwide estimate of atmospheric 
carbon dioxide (CO2) uptake and carbon storage by shallow coastal ecosystems in Japan. In this study, in 
accordance with Intergovernmental Panel on Climate Change guidelines, we defined an ecosystem’s ab-
sorption/emission rate of atmospheric CO2 as its carbon stock change rate, and then estimated the CO2 sink 
potential of shallow coastal ecosystems throughout Japan. We estimated the present nationwide carbon sink 
potential to be 132 million tonnes CO2/year, with an upper limit of 404 million tonnes CO2/year. On the 
basis of this estimate, it may be possible to include shallow coastal ecosystems as a new CO2 sink under 
Japanese law and to incorporate them into existing marine environmental policies and frameworks. 
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